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会 長 声 明

菊池事件国賠訴訟判決確定を受けての会長声明

１　本年2月26日，熊本地方裁判所において，いわゆる菊池
事件国賠訴訟の判決が言い渡され，原告らが控訴しなかった
ことにより，同判決が確定した。

　　菊池事件国賠訴訟とは，ハンセン病病歴者である6人の
原告らが，昭和27年に熊本県菊池郡（当時）で発生した
殺人事件（いわゆる菊池事件）に関し，同事件の被告人が
ハンセン病患者であることを理由にハンセン病療養所等の施
設内に設置された「特別法廷」で非公開の審理が行われて
死刑が言い渡されたことについて，憲法に違反する手続きに
よって，しかもえん罪で死刑にされたにもかかわらず，検察
官が再審請求をしないのはハンセン病病歴者に対する被害回
復義務を怠ったものであるとして，国家賠償を求めたもので
ある。

２　本判決は，原告らの請求を棄却する一方，特別法廷で行
われた審理が憲法第14条1項の平等原則に違反し，また
開廷場所指定及び審理を総体として見ると，ハンセン病に
対する偏見・差別に基づき本件被告人の人格権を侵害した
ものとして憲法第13条にも違反し，裁判公開原則を定め
た憲法第37条1項及び82条1項に違反する疑いがあると
した。

　　原告らは，国家賠償請求が認められなかったことは不服と
しながらも，特別法廷が違憲であるとする初の司法判断を尊
重して控訴を断念し，違憲判決が確定したものである。

３　ハンセン病病歴者に対する隔離政策が誤りであったことは，
平成13年に熊本地裁が国の隔離政策が違法であったと認め
て以降，すでに社会の共通認識であると言ってよい。

　　そして，ハンセン病患者らを裁いた特別法廷については，
最高裁判所が独自に調査を行い，平成28年4月25日に「ハ
ンセン病を理由とする開廷場所指定に関する調査報告書」
を公表した。その中で，遅くとも昭和35年以降には，裁判
所法69条2項に違反するものとなっていたと認めていた。

　　今回の判決は，最高裁が認めた昭和35年より前の昭和
27年に行われた菊池事件の審理が，単に裁判所法69条2項
に違反するのみならず，違憲であったということを，かつて
菊池事件を裁いた当の熊本地裁が認定したものであって，画
期的と言える。

４　しかし，特別法廷で行われた菊池事件の刑事裁判は，手
続きが憲法に違反するというのみならず，誤判であった可
能性があり，その点への踏み込みが足りなかった点は残念
である。

　　本判決は，再審事由としての「無罪を言い渡すべき明らか
な証拠」の有無については，再審請求審において審理・判
断されるべき事柄であるから「民事訴訟において先行して判
断することは相当でない」として判断を避けたために，菊池
事件の犯人とされた被告人の雪辱は果たされていない。

５　菊池事件の被告人は，自らに掛けられた嫌疑を全面的に
否認していたものの，裁判所は有罪と認定して死刑が確定し，
昭和37年9月14日に死刑が執行された。

　　被告人が犯人視されたこと自体に，当時のハンセン病患者
に対する差別・偏見があったのではないかとの疑念が残る。
菊池事件の刑事法廷では，被告人以外の関係者が予防衣を
着用し，ゴム手袋をはめ，箸で証拠物を扱うなど，本判決が

「当時のハンセン病に関する科学的知見に照らせば合理性を
欠く差別だ」と指摘するような事実もあった。そのような差
別・偏見が，殺人事件についての事実認定を歪めた可能性
は否定できない。

　　にもかかわらず，死刑が執行されてしまった今，本人が再審
請求をすることはできない。残された親族は，いまだに偏見・
差別をおそれて再審請求をすることが困難な現実がある。し
たがって，公益の代表者たるべき検察官が再審請求をしなけ
れば，被告人の雪辱は永遠に果たせない。

　　検察官は，有罪に固執することがその使命ではなく，公益
の代表者として正義を実現する職責を有している。したがっ
て，特別法廷が憲法違反であったからには，正しい判断を求
めて，再審請求をすべきである。

　　「過ちを改むるに憚ることなかれ。」検察官が正義を実現す
ることを期待する。

６　そして私たち弁護士も，司法の一翼を担う者として，今回
の判決を，自戒を込めて受け止めたい。

　　なぜなら，特別法廷の開廷に異議を述べなかったという点
では，一審の弁護人もハンセン病患者に対する差別・偏見に
与する結果となってしまったと言わざるを得ない。また，本
判決は弁護人について，被告人が無実を訴えているにもかか
わらず検察官の請求した証拠の取り調べに同意したこと，被
告人に有利な証拠調べを請求しなかったことなど，「被告人
の利益のための実質的な弁護」を行っておらず「誠実義務に
違反している」と指摘している。

　　私たちは，人権問題に敏感に，差別や偏見と闘って，少
数者の人権保障を果たす司法の一翼を，時代を超えて担い
続けたい。そのために，刑事弁護人の力量を高めることも弁
護士会に課せられた使命であると肝に銘じる。

７　死刑が執行されてしまった以上，後に冤罪が判明しても取
り返しがつかない。

　　当会は，去る3月2日に，総会を開いて「死刑制度廃止
に向け，まずは死刑執行停止を求める決議」をする準備をし
ていた。新型コロナ感染拡大の折から，「三密」になる総会
の開催を延期せざるを得なかったが，改めて，究極の人権問
題である死刑制度について，考えていきたい。

2020（令和2）年3月30日
東京弁護士会会長　篠塚  力
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揺さぶられっ子症候群無罪判決を受け，私的鑑定費用を国費で負担する制度の
実現を求める会長声明

　本年2月7日，当会会員が国選弁護人を務めた傷害致死事
件において，裁判員裁判の結果，無罪判決が言い渡された。
　同事件は，児童虐待の一つの態様である「揺さぶられっ子

（揺さぶり）症候群（Shaken Baby Syndrome=SBS）」が疑
われた事件において，事故の可能性が否定できないとされたも
のである。
　揺さぶられっ子症候群という虐待の態様があることが知られ
るようになり，それまで事故死と判断されていた子どもの死亡
事案が虐待と判断される例が増えた。
　世の中から，児童虐待はなくす必要があり，医療現場や児童
福祉の現場においては，それを見逃さないような医学的知見及び
福祉的介入が求められるのは当然である。
　しかし一方で，えん罪による処罰があってはならない。児童
虐待が疑われる事案であっても，「疑わしきは罰せず」という刑
事裁判の鉄則は決してゆるがせにしてはならない。
　私たちの社会は，えん罪を防ぎつつ，虐待の被害者を出さない
法制度とその運用に英知を結集しなければならない。

　ところで，本件では，検察側が有罪を立証するために検察側
の主張を裏付ける証人を多数立てたのに対して，弁護側が2名
の専門家証人を立てて反証を試みたことが奏功したと見られる。
その意味で，弁護側立証に有効な証人を得られたことが判決の
帰趨を分けたと言って良い。
　ところが，日本の国選弁護制度の仕組みの中で，国選弁護
人が専門家証人を依頼する際の報酬や実費等の費用は，国費
から支出されない。これでは，検察官が，潤沢な資金から自ら
の主張を裏付けるに必要な証人を組織を挙げて確保し，証言を

求めることと比較して，弁護人には「武器なくして戦え」と言う
に等しい。
　そのため，当会では，当会会員が国選弁護人として，専門
家に弁護側（私的）鑑定を依頼したり公判廷に出廷しての証
言を依頼したりするに必要な費用を賄うことができるよう，補
助金を支出している。その財源は，当会会員の会費で賄われて
いる人権救済基金である。
　本件の弁護人にも，去る1月29日の常議員会決議を経て，
専門家証人の報酬に充てるための費用を援助している。
　しかし，本来，国選弁護人が活動するに必要な金額は，国
費から支出されるべきである。
　これまで日本弁護士連合会は，国選弁護業務を担う日本司
法支援センターやその監督官庁である法務省と，国選弁護事件
において私的鑑定費用等を国費で賄うよう求め続けてきたが，
受け容れられていない。
　したがって，現状では，弁護士会独自の援助金の仕組みが
なければ，国選弁護人が自らの報酬から（熱心に活動すれば，
国選弁護報酬は最低賃金にも満たない額のこともある）自腹を
切る必要がある。これは不健全なことである。
　「疑わしきは罰せず」という刑事裁判の鉄則を全うするために
は，国選弁護人が，費用が支出できないがために必要な立証活
動を断念することがないようにしなければならず，それは憲法が
保障する弁護人依頼権の一内容と言えることから，早急に国の
制度的な手当てがされることを望む。

2020（令和2）年3月31日
東京弁護士会会長　篠塚  力


